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下水道事業ビジョン中間見直し（案） 

 

１. 見直しの趣旨 

下水道事業ビジョンは令和 2年度からの 10年間を計画期間として策定を行い、その折り返

し地点である令和 7年度において、前期のまとめとして点検を行い、この間における事業環

境の変化に対応した見直しを行うとともに、後期の計画期間に係る施策について所要の見直

しを行う。 

 

２. 目標設定における中間評価 

 

 

 

 

３. ビジョン策定時からの事業環境の変化（見直し内容） 

３－１ 下水道施設の耐震化 

・耐震調査診断の結果、重要な幹線等の耐震性は確認できたことから、その他の

幹線について耐震化施策の前倒し実施。 

３－２ 包括的民間委託による下水道事業の充実 

・包括的民間委託の導入により、下水道施設における維持管理業務の拡大。 

①計画的点検及び調査に基づく維持管理と更新の一体マネジメントによる下水

道施設の保全の確立 

②WPPP3.5の枠組みによる下水道管路改築時の国庫補助金の確保 

③オペレーションメンテナンス分野、カスタマーサービス分野の充実 

３－３ 東部丘陵地開発による下水道の整備 

・東部丘陵地開発及び京都府における広域化事業として、京都府流域下水道への

宇治田原町の編入に伴い実施される木津川東部幹線の整備による東部丘陵地

（中間エリア）開発区域の下水道処理の具体化。 
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４. 後期計画に反映させる事項 

３．の事業環境の変化に加え時点修正が必要な事項 

・実績をもとにした指標等 

・起債制度の変更による財政計画 



５．後期計画の施策内容の見直し
　　実施内容の見直しの具体的事項

最重点施策： 重点施策： 追加重点施策：

目標設定における中間評価

目標設定 指標 単位 平成30年度 令和6年度 自己評価 令和11年度

重要な
幹線等 ％ 43.7 99.9 〇 100.0

その他の
幹線 ％ 0.7 87.2 〇 推進 ⇒ 100.0

重要な管路 ％ 21.7 93.6 〇 49.2 ⇒ 100.0

下水道BCPの内容充実 － 作成（簡易版） 検討（簡易版） → 充実

その他の幹線の調査及び耐震化の推進

近隣団体や協会相互応援体制の充実 － 継続実施

5年に1回以上実施→

WPPP3.5の枠組みでの連携

WPPP3.5の枠組みでの連携
民間業者との協定等の締結⑤相互応援体制の充実 広域化の取組中。体制構築は未構築。

相互応援体制の構築。広域化での取組。
民間業者との連携の希薄

充実(連携先増)

評価 後期計画への課題 後期取組方針目標 施策方針

①下水道総合地震対策計画の推進

②重要な管路の耐震性確保

③下水道業務継続計画（下水道）ＢＣＰの充実

④災害に対する訓練の実施

施策

重要な幹線等を確認済（99.9%）
その他の幹線を実施（87.2%）

確実な進捗管理

重要な幹線等を確認済（99.9%）
その他の幹線を実施（87.2%）

適宜修正を行った

伝達訓練を実施。市全体は未実施。

WPPP3.5の枠組みでの連携

WPPP3.5の枠組みでの連携

災害時に市民の暮らしが守られる
　　　　　　　　　　　　　　　　下水道

安全･安心-1 下水道施設の耐震化の推進

安全･安心-2 危機管理対策の強化

目標①
確実な進捗管理

その他の幹線の調査及び耐震化の推進

WPPP3.5の枠組みでの連携

管路の

耐震性確保

危機管理

対策の強化

管路の

耐震化率

と連携

訓練に参加
流域下水道の災害訓練の定期的実施 － 非定期的に実施

→ 自己評価 〇：達成 →：継続 ✕：未達成
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最重点施策： 重点施策： 追加重点施策：

目標設定における中間評価

目標設定 指標 平成30年度 令和6年度 令和11年度

老朽化に

伴う管路の更新

有収率 98.4 97.6 98.5

企業債残高対
使用料収入比率

処理区域内人口1人あたりの
企業債残高

広域化・共同化に関する
計画の検討

最重点施策： 重点施策： 追加重点施策：

目標設定における中間評価

目標設定 指標 平成30年度 令和6年度 令和11年度

下水道接続の向上 接続率 93.2 96.2 97.5

下水道への
接続啓発活動の推進

不明水対策の実施 ％ 98.4 継続 → 継続

快適な暮らしを提供できる下水道 快適-1 下水道未整備地区の解消

快適-2 公共用水域の水質保全

％ →

単位 自己評価

目標③ ①未整備地区の解消

②下水道接続率の向上

③事業場(除害施設)からの排水水質の指導

マネジメント計画の策定

千円 287.2

－ 未策定 検討 → 策定

％ 1,744.10 1,274.20 →

235.2 →

①ストックマネジメント計画の策定

⑩サービスの充実

⑨広報活動の充実

後期取組方針

WPPP3.5の維持管理と更新の一体マネジメントを確
実に進める

17,111 →
⇒ 14,400以下

12,000

⑧人材育成

⑦‐２東部丘陵地（中間エリア）における
　　　下水道整備

→

施策

1,000

⇒ 1,120以下

⇒ 210以下

200

WPPP3.5の維持管理と更新の一体マネジメントを確
実に進める

評価 後期計画への課題

管渠整備の府市町連携による取組み

健全かつ安定的な事業運営が
　　　　　　　　　　　　できる下水道

持続-1 老朽化に伴う管路の更新

持続-2 管路の雨天時浸入水対策

持続-3 財政基盤の強化

持続-4 組織の強化

持続-5 市民サービスの充実

目標 施策方針

⑦広域化・共同化の推進

技術的な問題解消方策の検討

工事費や高齢化による接続率の鈍化

継続して解消方法の検討

継続して効果的手法の検討

基準値超えのケースが発生している 継続して指導による基準遵守の徹底

WPPP3.5の維持管理と更新の一体マネジメントを確
実に進める

WPPP3.5の枠組みを組み入れた

法定点検実施済。耐震化事業にて
実施済。
WPPP3.5の枠組みを組み入れた

WPPP3.5の枠組みを組み入れた

広域化にて検討実施

繰入金増額や下水道使用料の改定
等により、良化に向かっている。

WPPP3.5の枠組みにて効率化の目
途が立った

広域化にて検討実施

研修等への参加

広報じょうよう特集号（水だより）によ
る情報を発信

開閉栓のインターネット申込の開始

木津川東部幹線による下水道整備
の枠組みができた

WPPP3.5の維持管理と更新の一体マネジメントを確
実に進める

WPPP3.5の維持管理と更新の一体マネジメントを確
実に進める

解消可能箇所は随時整備済

毎年啓発の実施

毎年水質調査の実施により指導

目標 施策方針 施策 評価 後期計画への課題 後期取組方針

不明水対策の実施

財政基盤

の強化

下水道ストック

組織の強化 － 未検討 検討 → 検討継続

％

企業債残高実数 百万円 17,638

単位 自己評価

目標②

⑥業務の効率化

⑤持続可能な財源の検討

④不明水対策の実施

③必要な修繕・改築の実施

②計画的な点検・調査の実施

関係市町と連携し広域化にて取組む

企業債の発行の拡大により、資金不足解消のための
財源の確保を行う。

モニタリングの精度を上げる
プロフィットシェアによる効率化の提案

関係市町と連携し、広域化にて取組む

管渠整備の府市町連携による取組み

モニタリング技術の向上

適切なモニタリング結果の公表

継続して検討し、充実

WPPP3.5の維持管理と更新の一体マネジメントを確
実に進める
資本的支出の部分は市にて執行

広域化共同化メニューとして関係市町の連携が必要

人口減少による使用料収入の減少及び経費増加

モニタリングの精度を上げる
プロフィットシェアにおける効率化の提案

広域化共同化メニューとして関係市町の連携

モニタリング技術の向上

適切なモニタリング結果の公表

DX化の実施による業務改善
市民の利便性の確保

自己評価 〇：達成 →：継続 ✕：未達成

自己評価 〇：達成 →：継続 ✕：未達成
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